
第３７期 決算公告

（単位：円）

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流   動   資   産 1,419,012,581 流　　動　　負　　債 184,349,520

1,019,133,821 97,578,557

384,042,973 2,743,537

104,539 11,092,659

15,731,248 3,091,400

9,750,569

固   定  資   産 272,828,475 17,112,435

12,410,059 42,980,363

建 物 7,787,749

器 具 及 び 備 品 4,622,310 固　　定　　負　　債 190,032,400

116,591,787 157,269,900

電 話 加 入 権 873,645 32,762,500

ソ フ ト ウ ェ ア 115,718,142

143,826,629 負　　債　　合　　計 374,381,920

敷 金 79,743,500 （  純　資　産  の  部 ）

長 期 前 払 費 用 6,703,998 株　　主　　資　　本 1,317,459,136

繰 延 税 金 資 産 57,179,131 450,000,000

そ の 他 200,000 867,459,136

867,459,136

繰 越 利 益 剰 余 金 867,459,136

　純　　資　　産　　合　　計 1,317,459,136

資　　産　　合　　計 1,691,841,056 　負　債　純　資　産　合　計 1,691,841,056

資 本 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

有 形 固 定 資 産

貸   借   対   照   表
（2025年3月31日現在）

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

未 成 研 究 支 出 金

前 払 費 用

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 所 税

預 り 金

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

 １



２ 
 

 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

   ①棚卸資産の評価基準及び評価方法 

       未成研究支出金 

個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

 

 

   ②固定資産の減価償却の方法 

(有形固定資産) 

建物、器具及び備品について、2007 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定率法により、 

2007 年 4 月 1 日以降に取得したものは定率法を採用しております。なお、2007 年 3 月 31 日以前 

に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から 5 年間で均等償却する 

方法を採用しております。 

 

(無形固定資産) 

社内利用のソフトウェアは、定額法を採用し、耐用年数は、社内における利用期間（５年）に基づい 

ております。 

 

 

   ③引当金の計上基準 

(賞与引当金) 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

 

(退職給付引当金) 

       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額（簡便法）に基づき 

必要額を計上しております。 

 

(役員退職慰労引当金) 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金に関する内規に基づく期末要支給額を 

計上しております。 

 

 

   ④収益及び費用の計上基準 

当社は、調査研究受託事業を主な事業としております。調査研究事業では、顧客との委任契約 

又は業務委託契約に基づいて調査研究を実施し、得られた知見の提供又は成果物を引き渡す 

履行義務を負っております。当該履行義務は、主に知見の提供又は成果物を引き渡す一時点に 

おいて、顧客が当該知見や成果物に対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時点で 

収益を認識しております。 

 

 

   ⑤グループ通算制度の適用 

当社は、日本生命保険相互会社を通算親会社として、グループ通算制度を適用しております。 

これにより、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理は、 

「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（企業会計基準委員会 

実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日）に従っております。 

 

 

 

個別注記表 



３ 
 

２．貸借対照表に関する注記 

 

① 減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額        154,593,119 円 

 

② 関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権         253,243,100 円 

関係会社に対する長期金銭債権          39,871,750 円 

関係会社に対する短期金銭債務           4,365,141 円 

 

 

 

３．税効果会計に関する注記 

 

①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     （繰延税金資産） 

                                  (単位：円) 

     未払事業税否認          1,592,699 

     未払事業所税否認         0,945,968 
     賞与引当金繰入超過       13,151,991 

     役員退職慰労引当金       10,215,226 
     繰延資産              626,400 
     退職給付引当金繰入超過     49,482,081 
     電話加入権減損          1,086,357  
     繰延税金資産小計        77,100,722 

    評価性引当額            △19,921,591  

    繰延税金資産合計            57,179,131  
 

   ②法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第 13 号）」が 2025 年 3 月 31 日に国会で成立 

したことに伴い、2026 年 4 月 1 日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われる 

ことになりました。 

これに伴い、2026 年 4 月 1 日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る 

繰延税金資産及び繰延税金負債については、国税（法人税及び地方法人税）の法定実効税率を 

24.7％から 25.6％に変更し計算しております。 

この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額は 1,404,292 円増加し、法人税等調整額 

が 1,404,292 円減少しております。 

 

③法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の 

内訳 

   

法定実効税率                      30.6％ 

    （調整） 

交際費等永久に損金不算入の項目          27.0％ 

住民税均等割額                       9.0％ 

      評価性引当額の増減                  .    26.9％ 

その他                          △30.9％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率      62.5％  
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４．関連当事者との取引に関する注記 

 

   ①関連当事者との取引 

    （１）親会社等 

                                   (単位:円) 

種

類 

会社等の 

名称 

事業 

内容 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連 

当事者 

との関係 

取引 

内容 
期中取引金額 

 

期末残高 

（科目） 

親 

会

社 

日本生命保険 

相互会社 

生命 

保険業 

被所有 

直接 

100％ 

調査研究 

の受託等 

調査 

研究等 

（注１） 

1,219,768,266 

 

253,243,100 

（営業未収入金） 

事務所 

の賃借 

敷金の 

差入 

（注２） 

－ 

 

39,871,750 

（敷金） 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

通算制度 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

通算制度 

に伴う支払 

182,641 

 

182,641 

（未払金（注３）） 

出向 

負担金 

退職金 

の支払 

（注４） 

5,105,100 

 

4,182,500 

（未払金） 

    上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 
   

取引条件及び取引条件の決定方針等 
    （注１） 調査研究にかかる業務委託基本契約の締結に関しては、取締役会にて決議を行っております。 

また、受託内容および契約金額に関しては、コスト想定に基づいて毎期交渉を行った上で、社長 
決裁を行い、覚書を締結しております。 

（注２） 一般的な取引と同様に建物賃貸借契約に基づき行っております。 
（注３） グループ通算制度による連結法人税の支払予定額であります。 
（注４） 出向者の取扱い（勤務管理・処遇その他の労働条件）に関する覚書に基づき行っております。 

 

 

（２）兄弟会社等  

                                                (単位:円) 

種

類 

会社等の 

名称 

事業 

内容 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割 合 

関連 

当事者 

との 

関係 

取引 

内容 
期中取引金額 

 

期末残高 

（科目） 

親

会

社

の 

子

会

社 

ﾆｯｾｲｱｾｯﾄ 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

株式会社 

投資運用

業・投資

助言業 

－ 

投資 

助言の 

提供 

投資 

助言等 

（注１） 

320,947,700 

 

47,416,154 

（営業未収入金） 

ﾆｯｾｲ情報 

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 

株式会社 

ｼｽﾃﾑ 

ｻｰﾋﾞｽ・ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ 

ｻｰﾋﾞｽ 

－ 

ｼｽﾃﾑ 

業務の 

委託 

ＳＥ関係等 

（注２） 
97,874,200 

 

8,348,010 

（未払金） 

    上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 
 
    取引条件及び取引条件の決定方針等 
    （注１） 取引条件、受託内容及び契約金額に関しては、契約の都度交渉の上、社長決裁としております。 

（注２） 取引条件、委託内容及び契約金額に関しては、契約の都度交渉の上、職務権限規程に基づき 
決裁を行い、重要なものは社長決裁としております。 
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②親会社及び重要な関連会社に関する情報 

       親会社情報 

日本生命保険相互会社（非上場） 

 

 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

 

    １株当たり純資産額            266,153 円 36 銭 

    １株当たり当期純利益            ,445 円 40 銭 

 

 

 

６．当期純損益金額 

 

    当期純利益              2,204,731 円 

 

 

 


	貸借

